戦後の東京都社会教育行政の変遷(2)―PTAに対する施策の変化― by 岸 悦男
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業委託した。この事業を契機として，都教委の PTA
施策は変化した。その一つは，意識調査の結果に枯
づく研修資料を作成するとともに，その資料を教材
として，小・中・高校各PTAの合同研修会を実施し
たことである。そして，子どもの教育環境の改善に
ついて，幼・小・中・高の PTAが連携・協力して実
現することの必要性を確認した。その二つは， 「子
4) 
どもの教育に関する研究協議会」がその報告書のな
かで，家庭教育，学校教育，社会教育の連携を促進
させる具体的方策として， 「地域における『子ども
の教育に関する研究』（仮称）の設置」を提言したの
で，都教委としては，区市町村が「子供の教育に関
する研究」を推進するように努めたことである。そ
のために，実験的な事業として，台東区や立川市の
教育委員会と協力して地域懇談会を設置し，家庭・学
校・社会の連携事業を実施した（昭和55年度）。この
懇談会には，地域で子どもの育成に関係している子
ども会連合会・青少年委員などの青少年団体代表者，
自治会連合会など地域代表者や教師などが参集し，
子どもの健全育成の進め方について協議して，その
5) 
成果を報告書にまとめた。また，都教委は連携事業
の参考資料として「みんなで進める PTA」を作成し，
各PTAの活動に役立てた（昭和55年度）。さらに，
児童•生徒の暴力化，非行の集団化などに対応し，
青少年の健全育成を推進するために，都教委は家庭
教育のあり方や問題点を協議する事業を各PTA協議
会に委託して実施した。この事業は各PTA協議会が
主体となって全都的に行う家庭教育振興全都大会と，
地域を指定して行う地域指定事業があるが，いずれ
も各PTA協議会が連携協力して企画・運営を行い成
果をおさめた。この事業の効果は，指定地域以外に
も地域教育懇談会を開催する区が現れ，趣旨が生か
された。
都教委は，家庭・学校・地域の連携を一層充実す
るために，単位PTAの幹部を対象に全都的に，また
幼・小・中・高の枠を越えてPTAの交流を図るため
に，昭和58年度から「PTA幹部研修会」を再び実施
することになった。都教委はこの研修会の企画・運
営を各PTA協議会の自主的な活動とするために事業
を委託することとし，受諾団体として「東京都幼小
中高PTA連絡協議会」が結成された。研修規模は，
幼・小・中・高の幹部が一堂に集まる全体研修が4回
と，各PTA協議会ごとに行う部会研修が各4回にわ
かれて実施され，現在も継続している。この研修の
実施により，各PTA間の交流・連携が深まり，子ど
もの育成に関わる各発達段階の親たちが連携・協力
して子どもの問題の解決を図るために話し合うこと
ができるようになった。この期間における都教委の
PTAに対する施策は「教育に対する親の意識調査」に
始まり，家庭教育振興事業と PTA幹部研修会が新設
された。この事業の遂行により幼・小・中・高の各
PTA協議会の連携が深まり，子どもの問題に対して
共通の意識が生まれたことが大きな成果であろう。そ
の意識が組織の力として，また親としての自らのカ
として，学校教育や社会教育に新しい風をおこすこ
とが期待される。
考察
PTAという新しい成人団体がわが国に導入されて
から 40数年が経過し，その間のPTAに対する都教
委の施策を概観したが，施策の類型として次のこと
を考察した。
第ーは，団体活動を援助するための補助金の交付
である。昭和34年の社会教育法の改正により，社会
教育関係団体に対する補助金の支出が可能になり，
都教委は 36年度から毎年社会教育関係団体に支出し
ている。 PTAについても，幼・小・中・高校等の各
PTA協議会にこの補助金を交付しており，各PTA協
議会は会員の参考資料を作成・配布したり，研究会
を開催して会員の意識向上に努めている。
第二は，指導者養成の実施である。 PTAの結成が
急激に増加した 20年代には， PTAの組織・活動な
どの基本的なあり方の理解を図るために講習会等を
都内各地で実施した， 30年代の中頃から，幹部講習
会を都教委の補助金事業として区市町村の主催事業
とし，都教委は広域的立場からリーダー層を中心に
宿泊研修を行い， PTA本来の活動のあり方を検討し
た。 39年の自治法の改正により，都教委は事業の一
部を区市町村に移管することになり，指導者養成事
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業を廃止した。しかし，文部省がPTAの活性化を図
るため都道府県に対し PTA指導者養成事業に補助金
を交付することになり，都教委も 46年度から指導者
研究集会を開催することにした。この研究集会では
単位PTAと連合PTAの関連を研究するため，幼・小・
中の各PTA協議会が合同で実施したのである。その
後，研究集会は各PTA協議会の自主事業に位置づけ
られた。 50年代になり，学社連携の必要が叫ばれる
と，各PTA協議会が連携・協力して子どもの教育を
考えることが求められ， 58年度から都教委の委託事
業として合同のPTA幹部研修会が開催された。指導
者の育成は，団体の発展にとって軍要なことであり，
団体が自主的に実施することが今後も必要であろう。
第三は，参考資料の提供である。都教委はPTA活
動の参考に供するため， PTA研究大会資料や各種の
ガイドブックを提供してきた。これらの資料が，そ
れぞれの時代の会員意識の向上に重要な役割を果た
したものと思われる。
そのほか， PTAが負担した経費軽減のため追加予
算の設定や， 「学校運営費標準の設定」による私費
負担解消のための教育費の増額などの財政的施策も，
PTAを学校後援会的性格から脱却させるための施策
として垂要な意義があったことは見逃すことができ
ない。
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PTAに対する都教委の施策は， このような経過に
より実施されてきたが，時代の変化にかかわらず施
策の中心はそれほど変っていない。しかし，子ども
数が減少し，学校の意義が変わりつつあるときに，
PTAに対する施策も再考する時期がきていると思わ
れる。例えば，都教委がPTAの参考資料「みんなで
進める PTA」を作成してから 10年以上が経過してい
る。その間に，わが国の教育体系は学校教育中心か
ら生涯学習中心へと移行しつつある。また，人びと
の生活環境も変わり， PTAに対する会員の意識も多
様化しているであろう。従って， PTAの意義を生涯
学習時代にふさわしい団体として，新しく理論的に
再構築することが必要ではないかと思われる。また，
指導者の養成も時代に適合した新鮮味が出てくるだ
ろう。そのためには，現在の会員がPTAに対してど
のような意識をもち，どのような活動をしているの
かを改めて詳細に把握することも必要である。また，
その調査を基点にして子どもの教育環境の改善につ
いて， PTAがひろく地域住民と関わっていく方法（例
えば，地域懇談会の開催やコミュニティまつりに子
どもの問題を訴えるなど）をつくりだすことも考え
られよう。
PTAは， これからも子どもの教育についての，有
力なオピニオンリーダーであることが期待されてい
る。
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